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計算集約的統計手法による大規模経済データの実証分析

大西 立顕 （東京大学）

概要 経済現象の本質である非ガウス性・非一様性・非定常性に注目し，超並列計算による
計算集約的統計手法を用いて，大規模な経済データを実証分析した．まず，住宅価格のデー
タを用いて不動産バブルを分析した．バブル期は人々が近視眼的になるため物件間の価格格
差が大きくなり，価格が同質とみなせる裁定が成立する地域の広さ (同一需給圏)が小さく
なる．このことを用いて，住宅価格が対数正規分布から乖離する度合いから同一需給圏の大
きさを定義し，バブルの度合いを定量化する手法を開発した．実データにこの手法を適用
し，バブルの時空間ダイナミクスを明らかにした．また，企業間取引ネットワークやニュー
スアーカイブデータについても分析を行い，計算集約的統計手法の有効性を提示した．

1. 研究の目的と意義
情報の電子化が進んだことにより，日々，

様々な分野で膨大な量のデータが蓄積される

ようになってきている．こうしたビッグデー

タを利活用することで，経済・社会現象を実

証科学的に研究し，社会やビジネスに役立て

たりする試みが活発になってきている．また，

コンピューターの計算能力の急速な向上に伴

い，今まではほとんど不可能に近かった，大量

のデータを用いて大量の計算を行うような分

析が可能になり，計算集約的な統計手法によ

る厳密な分析ができるようになってきている．

図 1: 経済現象に関連する様々な変数の累積
分布．

経済システムは，売り手と買い手の間のお

金やモノの交換 (相互作用)として捉えること

ができる．相互作用があっても個々がランダ

ムにゆらげば，全体のゆらぎは正規分布に従

う．しかし，現実の経済システムでは，常に

競争が働き相互作用が強いため，全体のゆら

ぎは極めて大きく，関連する変数はベキ分布

(図 1)に従う (非ガウス性)．また，経済現象で

は，要素 (経済主体)の異質性・多様性が強く，

作用・反作用の法則のような対称性が存在し

ないため，関係性を多体の方向つき相互作用

として捉える必要がある (非一様性)．さらに，

変動の性質や規則性は時々刻々変化するため，

時期・環境の状態変化を考慮する必要もある

(非定常性)．つまり，非ガウス性・非一様性・

非定常性が現象の本質であり，既存のほとん

どの統計的・数理的手法はこれらを前提とし

ないため，必ずしも有効なものになっていな

い．特に，経済・社会現象においては大変動

(非ガウス性) の影響が非常に大きいため，本

質的に重要になるのは金融危機や大震災のリ

スク評価のような大変動が支配する現象であ
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る．このような非ガウス性・非一様性・非定

常性を厳密に考慮した解析を行うには，デー

タドリブン (データ駆動)の思考で実データを

基盤とした分析を行う必要がある．

図 2: 計算集約的統計手法の例 (並べ替え検
定)．

実データを基盤とした分析の例として，2変

数X,Y の間の相関を求める問題を考える．実

データから図 2(a)のような散布図が得られた

とする．通常の相関係数の検定では，Xの分

布も Y の分布も近似的に正規分布に従うと仮

定するため，有意な相関であると判断されて

しまう．しかし，実際には，このデータのX

の分布と Y の分布を保存したままで，並べ替

えて対の作り方をランダムにしたデータを何

個も作成し (一例を図 2(b)に示す)，それらの

相関係数の分布 (図 2(c))を用いて (分布を仮

定せず)正確に検定を行うと，実際には無相関

であることが判明する．このような並べ替え

検定により，あらゆる統計検定は正確に行う

ことができる．つまり，莫大な量のランダム

データの計算に集約することで，仮定・近似

を入れないで簡潔・明解に正確な分析を行う

ことが可能になる．値を順位に粗視化する順

位相関係数などの通常のノンパラメトリック

手法では，情報の削ぎ落としにより検出力が

低下するが，並べ替え検定では値をそのまま

扱うため検出力の低下は生じない．このよう

な計算集約的統計手法を用いることで，非ガ

ウス性・非一様性・非定常性を厳密に扱った

解析が可能になる．

計算集約的統計手法は莫大な量の計算を必

要とするため，これまで現実にはあまり行わ

れていない．本研究は，スーパーコンピュータ

による超並列計算を用いてこれを行うもので

ある．この手法では，全く同じ計算をパラメー

タや乱数の種だけを変えて何回も行う．その

ため，基本的に各コアに独立に計算を行わせ

ればよいため，並列計算に適しており実装も

容易である．本研究では，主に東京大学情報

基盤センター FX10スーパーコンピュータシ

ステムを用いて，ＭＰＩによる並列化により

12∼252ノードで計算を行った．

2. 当拠点公募型共同研究として実施
した意義

(1)共同研究を実施した大学名と研究体制

東京大学（代表者：大西 立顕）

東京大学（副代表者：渡辺 努）

麗澤大学（清水 千弘）

筑波大学（水野 貴之）

金沢学院大学（藤本 祥二）

スイス連邦工科大学（久野 遼平）

(2)共同研究分野

超大規模データ処理系応用分野

(3)当公募型共同研究ならではという事項など

東京大学情報基盤センター FX10スーパー

コンピュータシステムを使用して，効率的に

大規模計算を行うことができた．当拠点シン

ポジウムにおいて，他分野の研究者と情報交
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換することができ，大規模計算機利用に関し

て有意義な知識が得られた．

3. 研究成果の詳細と当初計画の達成
状況
(1) 研究成果の詳細について

【不動産バブルの検出手法】

経済の大きな変動は不動産価格の大きな変

動が原因となって生じている．たとえば，1980

年代後半の日本のバブル景気は不動産価格の

高騰によるものであり，2008年頃の世界金融

危機は米国の住宅バブル崩壊によるものであ

る．不動産価格は，個人・企業における資産選

択や政府・中央銀行の政策運営に大きな影響

を及ぼすため，不動産バブルの性質を知るこ

とは重要な研究課題である．不動産バブルが

起きているかどうかを事前に，あるいは，リ

アルタイムに知ることは困難である．バブル

がはじけてはじめて，それがバブルだったと

認識できるというのが通説である．不動産バ

ブルとは，不動産価格がファンダメンタルズ

(本来あるべき価格水準) から乖離することで

あると定義できる．ファンダメンタルズを正

しく推計できれば，実際の価格との乖離を計

算することで，バブルかどうか判定すること

が原理的には可能である．しかし，ファンダ

メンタルズを精度高く推計することはできな

いため，現実にはこれは非常に難しい．

本研究では，ファンダメンタルズを推定す

るアプローチではなく，物件の価格分布の地

域間格差からバブルを定義する方法を考える．

バブル時には，すべて物件の価格が一律に上

がるのではなく，急速に価格が上がる物件とそ

うでない物件があるという点に注目する．つ

まり，バブルが発生すると価格の地域間格差

が高まると考えられる．住宅の価格はさまざ

まな要素を合計したものとみなせる．たとえ

ば，住宅の広さ，どこの沿線か，最寄り駅から

何分か，南向きか否かなどさまざまな要素の

それぞれに価格があり，それらを積み上げた

結果として住宅の価格が決まっている．これ

は住宅価格のヘドニック分析の根底にある考

え方である．住宅価格がこのようなさまざま

な要因の和として決まっているとすれば，中

心極限定理により住宅価格のクロスセクショ

ン分布は対数正規分布に従うはずである．つ

まり，バブルでない平常時には住宅価格は対

数正規分布に従う．この意味で対数正規分布

は重要なベンチマークである．これに対して

バブル期には物件間の価格格差が大きくなる

ことに伴い，このベンチマークから乖離する．

つまり，物件間の価格格差が存在しない地理

的な範囲の広さ (同一需給圏)がバブル期には

大きくなると考えられる．

【首都圏の住宅地価格】

実データから上記のことを確認するため

に，首都圏の住宅地に関する地価公示価格の

データ (1974∼2008年の年次，地点数は年に
約 2000 ∼ 6000地点) を年毎に分析した．平

均 0，分散 1に規格化した対数価格：

logP − 〈logP 〉√
〈 ( logP − 〈logP 〉 )2 〉

は，バブル期を除き正規分布に従うことが判

明した (図 3)．しかし，バブル期は対数正規分

布から統計的に有意に乖離しており，対数正

規分布より裾の長いベキ分布 (パレート分布)：

Pr(≥ P ) ∝ P −α, α = 2

に従うことが判明した (図 4)．つまり，価格は

通常は対数正規分布に従っているが，バブル

期には物件間の価格裁定の及ぶ範囲 (同一需給

圏)が狭くなるため，ベキ分布に従っている．

この性質を用いて，価格分布から同一需給

圏の大きさ (異質性の度合い)を推定すること
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図 3: 首都圏の住宅地について，年別に観測した規格化した対数価格の累積分布．
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図 4: 首都圏の住宅地について，年別に観測した価格の累積分布．

10
-3

10
-2

10
-1

10
0

 0  0.5  1  1.5  2  2.5  3  3.5  4

C
D

F

Normalized log P

(b) randomly reshuffled data in 1976

homogeneous

( pre-bubble period )

finite
size
effect

n=+∞
n=1024

n=256

n=64

n=16

Normal

10
-3

10
-2

10
-1

10
0

C
D

F

(a) original data in 1976

homogeneous

( pre-bubble period )

finite
size
effect

n=+∞
n=1024

n=256

n=64

n=16

Normal

 0  0.5  1  1.5  2  2.5  3  3.5  4

Normalized log P

(d) randomly reshuffled data in 1987

homogeneous

( bubble period )

finite
size
effect

finite
size
effect

n=+∞
n=1024

n=256

n=64

n=16

Normal

(c) original data in 1987

heterogeneous

( bubble period )

finite
size
effect

finite
size
effect

n=+∞
n=1024

n=256

n=64

n=16

Normal

図 5: 首都圏の住宅地について，(a)バブル前と (c)バブル期での規格化した対数価格の累積分
布．(b)と (d)は位置 (緯度・経度)をランダムに入れ替えたデータでの結果．
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を考える．ランダムに住宅地を一つ選び，そ

の最近接住宅地を n− 1個取り出し, これら n

個の住宅地を一つの地域と定義するという操

作を繰り返すことにより，全領域を複数の地

域 (一つの地域は n個の住宅地で構成される)

に分割し，各地域内における価格分布を調べ

た．この操作による領域の分割は一意には定

まらないため，乱数の種を変えて 128通りの

分割の仕方について分析した．その結果，近

接住宅地数 nを小さくして狭い領域に限定し

てみれば，バブル期においても価格は対数正

規分布に従うことが分かった (図 5(c))．つま

り，バブル期には同一需給圏の大きさ (裁定が

成立し一物一価になっている，価格が同質と

みなせる地域の広さ) nが小さく，地域の異質

性が強く，各地域内では価格は同質だが異な

る地域間では異質になっている．このように

算出した同一需給圏の大きさ nはバブルの度

合いを表す指標になると考えられる．

 0

 1000

 2000

 3000

 4000

 5000

 6000

 1975  1980  1985  1990  1995  2000  2005

Θ

Time [Year]

Region size
Number of data

図 6: バブルの度合いΘの年次推移 (●)．×
は全地点数を示す．

そこで，n =(全物件数)の場合からこの分

析をはじめ，徐々に nの値を小さくしていく

とき，はじめて価格分布が対数正規分布にな

るnの値 (つまり，対数正規分布とみなせる最

大の n)をバブルの度合い Θと定義する．こ

こで，Θの値は，平常時は大きくなり (最大値

は全物件数)，バブル期は小さくなるように定

義されていることに注意する．分布が対数正

規分布とみなせるかどうかは，コルモゴロフ・

スミルノフ検定 (有意水準 5%)を用いて判定

した．算出したΘの値の年次推移は図 6のよ

うになり，バブルといわれる時期ほど小さな

値をとることが確認できた．

【米国の住宅価格】

このように定義したバブルの度合いが現実

のバブルの程度を反映していることをさらに

確認するために，Zillow.comから取得した米

国の住宅価格のデータ (2011年 9月の 1時点，

全物件数は約 11万件)を用いて，州の違いに

注目してバブルの度合いΘを州別に計算した．

得られたΘの値と 2011年 10月時点でのその

州の物件の差し押さえ率 (その州の全物件数

をその州の差し押さえ物件数で割った量) の

関係を調べた．ここで，差し押さえ率は，差

し押さえが多いほど小さい値をとることに注

意する．各州のΘをその州の全物件数で割っ

た量は，差し押さえ率と相関しており (図 7)，

バブルになっている州ほど物件の差し押さえ

が多い傾向がある．したがって，Θは現実の

バブルの程度を反映した量になっている．
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図 7: 各州について，差し押さえ率とバブル
の度合いΘの散布図．

【首都圏の住宅取引価格】

バブルが空間的にどのように発生し，伝

播・波及し，崩壊していくかを観測するため
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図 8: 首都圏の住宅取引について，年別に観測した規格化した面積調整価格の累積分布．

図 9: バブルの度合いの空間分布 (1988年，1992年，1995年)．

に，リクルート社提供の物件別住宅取引デー

タ (1986∼2008年の週次，全物件数は約 72万

件)を年毎に分析した．まず，価格Pと物件属

性 (専有面積，筑後日数，階，構造など)との関

係を調べた結果，価格は専有面積 Sと強く相

関し，専有面積が広くなるほど住宅価格は指

数的に高くなることを発見した．この関係を

用いて導入した面積調整価格Q = logP − aS

は，バブル期はベキ分布に，バブル後は正規

分布に従うことを明らかにした (図 8)．さら

に，一週間毎に分布を観測しても同じ結果が

得られることを確認した．

いま，Θの空間分布を計算するために，ある

特定の地域についての局所的なバブルの度合

いを定義する．ある一つの物件 iに注目し，物

件 iと物件 iに近接するni個の物件をまとめて

一つのグループとするとき，このグループ内

の物件の面積調整価格の分布が正規分布にな

るかどうかを検定する．計算コストを節約する

ため，正規性の検定にはギアリー (Geary)の検

定 (有意水準 5%)を用いる．まず，ni = N(そ

の年の全物件数)の場合からはじめ，徐々にni

の値を小さくしていくとき，はじめて分布が

正規分布になる niの値を n∗
i とするとき，物

件 iのバブルの度合いを Θi = n∗
i /N と定義

する．あらゆる物件についてこの計算を行う

ことで，バブルの度合いの空間分布を求めた

(図 9)．1988年頃に都心で発生したバブルが，

都心の南西部 (神奈川県付近)へ波及し，1992

年にバブルの度合いが一番強くなり，その後，

南西部からバブルが終息し，1998年以降は完

全にバブルが消失し，首都圏全域が同一需給

圏になる様子が定量的に観測できた．

【企業間取引ネットワーク】

日本企業約 100万社の取引関係・企業財務

データを各ノード (企業)が多変量情報を持つ
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100万ノード・400万リンクの有向ネットワー

クとして分析した．企業間ネットワークは，同

じ業種同士でつながりやすい傾向がある．そ

こで，業種の異質性を考慮した上で統計的有

意なつながりを特定するために，各業種で次

数 (©←，©→，©↔の数)を保存してランダ

ムにつなぎ替えたランダマイズドネットワー

クを作成した (図 10, 11)．隣接する３企業間

の取引関係を表現する構造 (部分グラフ)に注

目し，実ネットワークとランダマイズドネット

ワークを比較した．その結果，３企業は図 12

のような構造を取りやすく，Ｖ字構造は出現

しにくいことを明らかにした．さらに，各業

種の経済学的機能を反映する特徴的なモチー

フ構造を抽出した．

A B

DC

A B

DC

図 10: 各業種で次数を保存したつなぎ替え．

A B

DC

A B

DC

図 11: 各業種で次数が保存されないつなぎ替
えは行わない．

14

15 16

subgraph 6

22 22

23

subgraph 10

20

21 21

subgraph 9

図 12: 統計的有意に出現する部分グラフ (モ
チーフ)．

【ニュースアーカイブ】

市場価格変動の高頻度時系列にみられる非

定常性は，ニュースのような外乱により引き

起こされると考えられる．市場がニュースに反

応して変動していることを調べるために，ロ

イター社のニュースアーカイブのデータ (2003

～2011年の約 2億件の記事)を言語処理の手

法を用いて分析した．ニュースをその内容を

表わすトピックスに分類した上で，ニュース

が株式市場の株価に及ぼす影響を解析した結

果，株価のボラティリティの多くはニュース

で説明つくことを明らかにした．

(2) 当初計画の達成状況について

超並列計算を用いた計算集約的統計手法に

より，大規模な経済データを実証分析し，従

来の手法では得ることのできなかった新しい

経済学的知見を明らかにすることができた．

計算集約的統計手法による分析方法を提示し，

その有効性を検証するという当初計画を達成

することができた．

4. 今後の展望
このような不動産価格の分析から，同一需

給圏の広さを用いてバブルの度合いを定量化

することができた．今後，住宅取引価格のデー

タを用いて，より短時間の時間解像度 (週次)

で観測し，詳細な分析を行う．また，全国や

海外のデータについても分析を進め，理解を

深める．さらに，対数正規分布のどのような

重ね合わせでベキ分布が生じているかを調べ，

不動産バブルのメカニズムを考察する．

これまでに行ってきた解析から，計算集約

的統計手法の考え方を用いた経済データ分析

の有効性が確認できた．外国為替・株式・先

物などの金融市場データ，ニュース・新聞記

事の文字データ，商業統計メッシュデータ，人

口メッシュデータなどの様々な実データにつ

いても分析を適用し，新たな知見の発見を試

みる.
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